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研究成果の概要（和文）：企業と消費者間の電子商取引（B2C）に関し，「地域活性化」の観点から，「都市部」と「
地方」間，日本とアジア圏の国との比較検討を通じて，B2Cに対する具体的な活用策を導きだすことを目的とした。B2C
利用者の消費者行動を明らかにするために行ったアンケート調査では、世代間、男女、利用経験の有無、都市部と地方
、日本とベトナムの比較・検討を行った。さらにコンジョイント分析を用いて評判や送料などの複数の要素について消
費者の優先度を導出し、それらをもとにB2Cの経営について提言を行った。

研究成果の概要（英文）：With the growth of Internet use and the penetration of PCs or mobile devices, 
business-to-consumer sales of e-commerce services (B to C-EC) have become common all over the world. Our 
research contributes to suggest the use of B to C-EC for revitalizing rural economy. To fulfill this 
research objective, we conducted research with questionnaires and revealed the differences among 
generation, gender, experiences, living places, and countries. The conjoint analysis revealed the 
consumer priorities of attributes. The results of our research have implications for online shopping 
managers, since they contribute to the understanding customers and suggest effective online marketing 
strategies.
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１．研究開始当初の背景 
（１）B to C-ECの拡大と地方の取り組み 
 インターネットの普及に伴い、電子商取引
（EC）は急速に拡大している。ECは現状で
は全市場の中で主要な割合を占めていると
は言い難いが、市場規模および対象範囲の両
面において伸びが大きく、これから商取引に
おいて重要な地位を占めると予想される。ブ
ロードバンド環境が一般消費者に普及する
のに伴い、ECの中でも B to C-EC 市場が急
速に成長し、インターネットを使って購買活
動を行うことは日常的な行為になりつつあ
る。 
 他方、この ECに関する動きは地方におい
ても例外ではない。地方の商店や企業が B to 
C-EC に取り組み、インターネット上へ出店
する例が増えている。その形態は様々で、多
くの場合楽天市場をはじめとした大手のネ
ットモールに出店するが、経済団体や商店組
合などが共同で運営する独自の（小さな）ネ
ットモールを作る例、自社サイトで行う例な
どがある。 
 近年、経済の都市部への一極集中化や地方
の空洞化が問題視され、地方の活性化の必要
性が求められている。地方の活性化のひとつ
の方法として、地方において積極的に B to 
C-EC に取り組む動きもある。また地方にお
ける B to C-EC に対して行政機関などが行
う支援も多い。 
 
（２）B to C-ECの特徴と地方における課題 
 B to C-EC はインターネット上の仮想空間
に出店することで、企業の立地や規模などに
よらず、ほぼ同一条件で国内市場あるいは世
界市場への展開が可能となる。つまり時間的、
空間的制約を大きく減らすことができる。し
たがって地方においては、B to C-EC 市場へ
の展開は国内外の大規模市場から遠隔地に
あることにから生じる距離的・時間的不利性
による市場競争力の弱さなどの課題を解消
し、個々の企業の自助努力で国内外の消費者
への製品の PR、販売促進、商取引等を通じ
た販売力アップ、競争力強化等につながると
期待されている。地方経済の低迷のもとで、
この特徴が、地方の商店や企業が B to C-EC 
に取り組む主な動機のひとつであるし、地方
の自治体などが地方活性化の施策の一つと
して位置づける理由でもある。 
 他方、実店舗のような地域に限定された商
圏という概念がなくなるため、B to C-EC に
取り組む商店は厳しい競争環境下におかれ
ることになる。つまりネット上の市場という
「同じ土俵上」での競争を余儀なくされる。
したがって質的な差別化が図れない場合、
往々にして低価格競争となり、利益を出しに
くい状況になる。多くの商店が利益を出すの
に苦しんでいるのは、質的な差別化の困難性
にもある。 
 地方では B to C -EC に取り組む商店が、リ
アル・バーチャルの両面において集積してい

ないという問題もある。実際は地方には特徴
的な商材を扱う商店が多く、集積すれば相乗
効果を生み、質的な差別化ができる余地があ
るにもかかわらず、それが実現していない。 
 特に一次産品とその加工品は、地方の有力
な商材になる可能性を秘めているにもかか
わらず、十分に活かしていない。B to C-EC に
関して、商材間・企業間のコラボレーション
がないわけではないが、「同梱」以上の取り
組み、例えば ICT を活用した新商品開発な
どの取り組みはほとんど行われていない。 
 海外においても同様の関心と課題認識は
存在する。特に台湾や韓国の状況は日本にお
ける具体的な施策を考える際に大いに参考
になることが推察される。国や地域によって
多少の違いがあるものの、「地方の地方」の
活性化は主要な課題のひとつであり、諸外国
においても ICT の現実的な活用を模索中で
ある。 
 
２．研究の目的 
 地方における B to C-EC の課題を踏まえ、
実際に B to C-EC に取り組む商店などのイ
ンタビューやアンケート調査を含めた研究
を進めることで、地方の活性化に実際的に役
立つ方策や示唆を導き出すことを到達目標
としている。具体的には以下のとおりである。 
 地域内で連携した質的差別化の方策、B 

to C-EC を起点としたクラスター作り
の方策 

 「ネット先進国」といわれる諸外国、と
りわけ東アジア諸国（台湾、韓国など）
の状況を地域活性化の観点から日本と
比較検討し類型化 

 地方の多様な経営環境における戦略の
類型化 

 地方における一次産品とその加工品に
対する B to C-EC の有効活用 

 
３．研究の方法 
（１）先行研究のサーベイ 
 まず理論面については，B to C 市場につい
ての先行研究をサーベイする。特に地域振興
や地方活性化の視点から検討している研究
を重点的にサーベイする。本研究の中心にな
る地方活性化については関連分野が広くあ
るので，周辺領域まで範囲を広げてサーベイ
を行う。また文献やウェブ上の情報をもとに，
特徴的な事例を抽出し，ヒアリング調査やア
ンケート調査の実証的研究に繋げていく。単
発あるいは事例偏重ではなく、社会調査の知
見を体系的に取り入れ、理論と実践との有機
性を重視した研究の基礎を構築する。 
 
（２）日本におけるヒアリング調査 
 実態調査については，松山商工会議所の
「松山 EC 研究会」を中心に，実際に B to C-EC
に取り組んでいる会員企業のヒアリング調
査を行う。その中で「地方」における特徴や
課題を明確にし，他地域へも適用可能な仮説



を導き出す。それをもとに，一次産業が盛ん
でかつ大都市および地方都市から離れてい
る地域の特徴的な企業について追加的なヒ
アリング調査を行う。以上から地方における
B to C の-EC 特徴と課題、特に一次産品とそ
の加工品を対象とした課題と解決策の糸口
が明確になるのではないかと考える。 
 
（３）アジア諸国についての研究 
 台湾，韓国における B to C-EC の特徴的な
事例、地域活性化に資する B to C-EC の事例
を調査する。諸外国の事例と日本の地方の事
例を比較することで，地方を活性化するため
の地方独自の B to C -EC 活用法への示唆を
導き出したい。 
 
（４）消費者行動のアンケート調査 
 B to C -EC 利用者の消費者行動を明らかに
するためのアンケート調査を行う。まずは大
学生を対象とし、首都圏、関西圏の「都市部」
の学生と各地の「地方」の学生から複数の地
点で調査を行い、行動の地域差や特徴を導出
する。調査票の精査と調査範囲の拡大により、
より詳細で規模の大きいアンケート調査を
行う。調査票中に、コレスポンデンス分析や
コンジョイント分析などが可能となるよう
な調査項目を入れる。さらには要因の因果関
係を統計的に把握できるように調査票の改
善を行う。 
 
４．研究成果 
（１）先行研究のサーベイ 
 国内やアジア圏および世界各地を対象と
した B to C-EC 仕様に関する研究、コンジョ
イント分析およびその応用に関する研究、B 
to C-EC の消費者行動および ICT 利用態度の
研究、アンケート調査についての研究、ベト
ナム経済と同国の B to C-EC 市場の現状など
についてサーベイを行った。 
 
（２）東アジアおよび東南アジア諸国の現状
把握 
 特に日本およびベトナムにおける B to 
C-EC 市場の現状の把握を行った。マクロデー
タおよび政府・調査機関などの報告書、研究
論文などをもとに比較・分析を行った。 
 
（３）消費者行動のアンケート調査 
 B to C-EC 利用者のうち若者の消費者行動
を明らかにするためのアンケート調査を行
った。具体的には大学生について、首都圏の
「都市部」の学生と「地方」の学生を調査対
象とし、行動の地域差、性差、利用経験の有
無が及ぼす影響、セキュリティへの態度など、
様々な特徴を導出した。またコンジョイント
分析からオンラインショップに対する重視
度を導き出し、居住地や利用経験に基づく差
異を示し、オンラインショップ運営者に対す
る示唆を導き出した。 
 また、幅広い日本の消費者を対象として、

B to C-EC 利用者の消費者行動を明らかにす
るためのアンケート調査および結果の分析
を行った。オンラインショッピングに対する
考え方や行動を明らかにするために、20歳以
上の日本人 1300 人余りを対象としたアンケ
ート調査を行い、品揃え、知名度、評判、送
料、価格の５つの要素について消費者の優先
度を導出した。さらに、利用経験の有無およ
びオンラインショッピング利用におけるト
ラブル経験の有無で生じる差に注目し検討
した。 
 その結果、価格が最重要視されるわけでは
ないこと、知名度が重視されること、商品価
格よりも送料が3倍以上の負担感があること、
B to C-EC 利用経験者は未経験者よりも送料
に対し負担感があること、B to C-EC でのト
ラブル経験者は未経験者よりも価格に寛容
であることなどが明らかになった。 
 さらにベトナムの消費者を対象に同様の
アンケート調査を行った。ベトナムでは高い
インターネット利用率を背景に，オンライン
ショッピングが積極的に利用されているが，
ベトナムの消費者については、口コミなどの
評判が重視されること、送料を大きな負担に
感じていることが明らかになった。また B to 
C-EC 利用経験者は未利用者よりも価格をよ
り厳しく評価することなどが明らかになっ
た。 
 これらの結果をもとに、例えば共同配送の
取り組みの可能性と有効性、送料を含めた効
果的な価格政策、所在地や性差・利用経験や
トラブル経験などに応じた戦略など、地方に
おける B to C-EC の経営に関する提言を行っ
た。またそれらをサポートする自治体や経済
団体、大学などの役割について検討した。 
 
（４）地方の企業の B to C-EC に対する考え
方の調査 
 地方の企業が B to C-EC に対してどのよう
な考え方を持っているかについて調査を行
った。具体的には、松山市の事業所を対象に
行った実態調査の結果をもとに、インターネ
ットのビジネスへの活用の状況を把握した。
調査結果より、インターネットのビジネス活
用は行っているものの、直接的に売り上げに
結びつく取り組みを行っている事業所は少
ない状況が明らかとなった。加えて個人を対
象に行ったインターネット活用の実態調査
の結果と比較し、非都市部の事業者への示唆
を導いた。 
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